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石川県社会事業年表
- 近 代 の あ ゆ み -
矢 上 克 己
はじめに
現在の石川県の社会福祉の状態を科学的に
把握するには､まず､石川県における社会事
業 ･社会福祉の発展プロセスとその内容を明
らかにする必要がある｡日本を一つの全体社
会と見るならば､全体社会に規定されながら
も､石川県独自の社会事業 ･社会福祉の発展
プロセスと内容があるはずで凍)る｡
石川県には､未だこうした社会事業史全般
にわたる調査､研究はなく､分野別のものが
いくつかある程度である｡しかし､調査､研
究を進めるに当たって､第二次世界大戦以前
の石川県の社会事業に関する文献 ･資料の散
逸がはなはだしく､社会事業実践の記録を再
現することが､非常に困難となっている｡そ
こで取りあえず､限られた文献 ･資料に依拠
してであるが､本年表を編集してみた｡
なお､時期区分は､田代回次郎他著『増訂･
社会福祉史入門』に従った｡
1.慈善救済期 (明治元年～同28年)の
動向
明治維新から同20年代にかけては､資本の
原始蓄積過程である｡このプロセスにおいて､
とくに1881(明治14)年から1885(明治18)午
にかけての経済不況により､農民層､下級士
族､職人層の窮乏化が進み､各地方では､こ
の経済不況に加えて自然災害が重なり､窮乏
状況が深刻化した｡さらに､1890(明治23)辛
には､最初の資本主義的恐慌ともいわれる一
般的過剰生産恐慌となり､貧農層､下級士族､
職人､中小商工業者を窮乏におちいらせた｡
こうした状況を背景に､窮乏層が広汎に出
現するが､明治政府の救済対応は､1874(明治
7)年制定の ｢他救規則｣に代表されるよう
に､きわめて貧弱なものであった｡そのため､
国内各地では､宗教関係者や篤志家による慈
善救済が成立した｡
石川県内では1881(明治14)年から1885(明
治18)年にかけての経済不況および1890(明治
23)年の経済不況と風水害および大火などが
重なり､大量に窮乏層が出現した｡例えば､
1885(明治18)年の内務省御用掛村田豊による
『石川県下窮民状況実視報告』によれば､｢管
下加能両国八郡一区ノ内ニテ､窮民ノ最モ早
ク飢餓ヲ告ゲタル地方-､能登国羽咋百浦村
及羽咋村ヲ以テ第一初 トス､是実二昨年十一
月ノ頃ナリキ､爾後各地 トモ漸次二飢餓ヲ訴
フル着日二月二増加シ､本年二月二至 り､遂
二管内一般ノ大惨状ヲ現出シ､市街村落至ル
所老幼壮者男女ノ別ナク､三五群ヲ為シ､岬
吟以テ食ヲ乞7着陸続 トシテ排掴シ其勢殆ン
ド底止ス可ラサルノ有様二及-1)｣とあり､
金沢では人口95,000人のうち10分の1は某日
の暮らしに差支える程の貧民であった｡(1)
こうした状況に対し､官費救済による石川
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県内の救済人員はごく少なく､そのため､石
川県では1890(明治23)年､窮民救済細則 (石
川県令第30号)を制定し､県内在住の窮民を救
済することになった｡
しかし､こうした公的対応でも広汎に出現
する貧窮者には対応できず､宗教関係者や慈
善家らによって､民間慈善救済が展開するこ
とになる｡
石川県内では､まず小野太三郎が1864(元治
元年)年､金沢において凶作で困窮した細民を
自家に収容し､小野慈善院を設け､以後､そ
の規模を拡大している｡
明治以前には､1670(寛文10)年に､貧窮人
を救済する ｢非人小屋｣が設置され､元禄
(1688-1703)以降は救貧施設同様 となり､
1867(慶応3)年に ｢撫育所｣と改められ､
1868(明治元)年､卯辰山山内に移されてい
る｡また､1838(天保9)年には､非人小屋の
ほかに､｢お政小屋｣(貧民収容所)が3ヵ所開
設されている｡これらの救済施設は1873(明治
6)年に閉鎖され､収容者は小野慈善院に収容
された｡
この時期の他の救済施設では､1892(明治
25)年にアメリカ人宣教師ウィン夫妻により､
金沢孤児院が､1893(明治26)年12月には､-
ル ･B･ベラミー 孤児院が創設されている｡
公的施設では1893(明治26)年4月､貧民救護
のため金沢市立救助所が開設されている｡
医療救済施設としては､幕末より設立され
ている卯辰山養成所は1870(明治3)年､卯辰
山病院と改称され､貧窮民や獄中の病人など
の政療を行っている｡
授産施設では､婦人宣教師--クレープが
貧困家庭の婦女子の自活の道を得るためと､
または家庭の困難を救うため賎業に身を投る
者が多数輩出するのを見るに忍びず､1893(明
治26)年 1月､私立川上授産館を､翌年 1月､
私立馬場授産館を設置している｡
その他として､災害に対して､皇室より救
1血金が下賜されている｡
石川県内の慈善救済期の動向については､
1血政規則などによる公的救済が貧弱なため､
慈善家小野太三郎の小野慈善院の事業拡大や
キリスト教関係者らによる育児施設や授産施
設が相次いで設立されているのが特徴である｡
また､石川県や金沢市においても､窮民救済
細則の発布や救護施設設置など地方における
公的な単独事業も注目される｡
2.慈善事業期 (明治29年～同39年)の
動向
日清戦争から日露戦争後にいたる期間は､
日本資本主義の成長期である｡この時期にわ
が国は2度の経済恐慌に見舞われたのである｡
この経済恐慌を背景にして､救済対象が広汎
に出現するが､明治政府は救済対象を限定し､
救済対応は1血救規則と救済関連立法で事足り
るとしたのである｡しかし､政府の貧弱な救
済対策では､大量な救済対象の出現には対応
できず､前期同様､日本国内各地で民間人に
よる慈善事業が行われることになる｡
石川県内でもこの経済恐慌と災害が重なり､
広汎に救済対象が出現したため､民間人によ
る慈善事業が相次いで開始されている｡
1899(明治32)年2月､仏教徒有志による腐敗
会 (養老事業)が能美郡小松町に開設され､
同年4月､金沢市に金沢慈恵保護場 (免囚保
護事業)が仏教徒により設立されている｡
明治30年代に育児院が全国的に普及するが､
石川県においても1903(明治36)年7月､北国
慈恵院が石川郡泉野に設置され､1905(明治
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38)年､宣教師マッケンジー博士が金沢育児院
を設けている｡
その他､軍人遺族と廃兵中生計困難な者の
救護を行う愛国婦人会石川支部が1901(明治
34)年3月に金沢市に組織され､1902(明治35)
年5月､日本キリスト教婦人矯風会金沢支部
も設立され､キリスト教主義のもとに､社会
矯風事業を行った｡また､1904(明治37)年 1
月､大日本私立衛生会石川県支部 (石川県庁
内)がつくられ､診療事業を開始し､1905(明
治38)年2月､日本赤十字社石川支部が設けら
れ､救療事業を行った｡
石川県の慈善事業期の動向については､前
期同様､公的救済が貧弱なため､宗教関係者
による養老施設と免囚保護施設が創設され､
育児院も2ヵ所開設されている｡とくに､こ
の時期の特徴としてあげられるのが､各種救
済団体の支部が組織されたことである｡
3.救済事業期 (明治40年～大正7年)
の動向
1907(明治40)年から第一次世界大戦勃発ま
での期間の日本経済は､慢性的恐慌状態が続
き､このため救済対象が大量に出現している｡
さらに､1916(大正5)年以降､日本経済は大
好況に転ずるが､それとともに､米価を中心
とする生活必需品の著しい高騰が大衆生活を
圧迫し､1918(大正7)年7月､全国的に波及
する米騒動の勃発をまねいた｡このように慢
性的経済恐慌期はもちろんのこと､経済好況
期においてさえも､広汎な救済対象の存在が
明らかになった｡この時期に至っても､政府
は救済対象を限定し､救済は1血救規則と救済
関連立法で事足りるとした｡したがって､こ
の時期においても､前期同様､民間人による
救済事業が日本国内各地で展開した｡
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世界大戦勃発までの期間の慢性的経済恐慌に
より中 ･下層農民および市街地の中 ･下層民
が窮乏化した｡
こうした状況に対して､石川県内では民間
人による救済事業が相次いで成立している｡
まず､児童救済事業では､1907(明治40)年12
月､県内最初の盲学校である北陸訓盲院(後に
私立金沢盲唖学校となる)が開設されたのをは
じめとして､翌1908年10月､県立の石川育成
醍 (感化事業)が金沢市に設立され､1918(大
正7)年4月､県内最初の常設保育所金石託児
寮が設置されている｡
経済保護施設としては､1909(明治42)年2
月､牛首共同浴場が河合村に設けられたのを
はじめとして､同村に1912(明治45)年 6月､
上河合共同浴場および1914(大正3)年､木之
窪共同浴場が設置されている｡住宅供給の面
では､1911(明治44)年､輪島町大火の際､輪
島町設住宅が､翌1912年､七尾町救助所(細民
住宅)がつくられている｡
医療救済事業では1911(明治44)年5月､恩
賜財団済生会石川支部が組織され､1914(大正
3)年 1月､日本赤十字社石川支部が結核早期
診療事業を開始し､同年 7月､カトリック宣
教師ヨゼフ･ライネルスが私立聖霊病院を金
沢市に開設し､政療 ･施薬事業を行っている｡
また､この年､肺結核予防会が石川県庁内に
設けられている｡
免囚保護事業では､1912(明治45)年9月､
石川県出獄人保護規程が制定され､1915(大正
4)年4月､大谷派江沼法徳会 (免囚保護)が
大聖寺町に設けられている｡
その他の動向として､1911(明治44)年 7
月､救世軍金沢小隊が貧困者救済を開始し､
1916(大正5)年より石川県は地方改善事業
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(部落改善事業)を開始し､同年､石川郡米丸
村では下中信用販売購買組合(地方改善事業)
が組織されている｡1917(大正6)年には内務
省主催による第14回感化救済事業講習会が6
月11日から10日間金沢市で開催されたが､こ
れが石川県下の救済事業の近代化に大きな影
響を与えている｡
石川県内の救済事業期の特徴をあげるとす
れば､児童救済事業では､新しく盲教育施設
や感化事業施設が成立し､さらに､防貧的施
設でもある常設保育所が設立されたことであ
る｡次にあげられることは､共同浴場や住宅
供給事業などの経済保護事業が､早くもこの
時期に成立していることである｡すなわち､
経済保護事業が著しく発展をみるのは､社会
事業期においてである｡第3にあげられるこ
とは､医療救済事業や免囚保護事業の発展､
第4に貧困者救済を行う救世軍金沢小隊の設
置､第5に県の地方改善事業(部落改善事業)
の開始､第6に金沢市で感化事業講習会が開
催され､県下に大きな影響を与えたこと､第
7に救済事業､政済施設の多様化と量的拡大
がみられたことがあげられる｡
4.社会事業期 (大正8年～昭和12年)
の動向
1918(大正7)年の全国的に波及する<米騒
動>にみられた民衆の窮乏が回復されないう
ちに､1920(大正 9)年以降の経済恐慌､
1923(大正12)年の関東大震災､昭和に入って
からも､1927(昭和2)年の金融恐慌､1930(昭
和5)年以降の世界大恐慌､農村恐慌と状況は
悪化の一途をたどり､農村の窮乏化､都市部
での細民層の増大､失業者の続出が顕著とな
った一方､親子心中､児童虐待､乳幼児死亡､
欠食児童､人身売買､出稼ぎなどが続出し､
そうした貧困問題が､大正デモクラシーを背
景に､社会の大きな問題として取りあげられ､
社会が対応する社会事業が成立した｡
内務省は1917(大正6)年､内務省地方局政
護課を新設したが､1919(大正8)年､救護課
は社会課と改称され､1920(大正9)年､社会
課は社会局と発展し､救貧行政の国レベルの
近代化が行われ､さらに､地方においても､
1918(大正7)年､大阪府の救護課新設をはじ
めとして､地方に ｢社会課｣が設置されるよ
うになった｡
救貧立法では､公的救貧法である他政規則
にかわって､1929(昭和4)年､救護法が制定
され､1932(昭和7)年から実施された｡
この時期に地方では､社会事業に関する機
関として社会課のほかに､方面委員制度の制
定や社会事業協会が設立され､一般社会事業
では救護事業､経済保護事業､失業保護事業､
医療保護事業､児童保護事業､社会教化事業､
免囚保護事業などが出揃っている｡
石川県内では､1918(大正7)年の米騒動に
より多くの飢えた民衆が確認されている｡例
えば､輪島町における窮迫者は､1,059戸(戸
数割当級3等以下959戸､免税者100戸)に及び､
県下の政済日表では､同年8月16日､白米廉
売を開始し8,049人が購買している｡8月20日
貧民10名に施米｡また､廉売券交付数も17,997
枚､延人月47,904人に達した｡鹿島郡七尾町
で､8月18日､198戸718人に対し政助券を交
付しているo
さらに､1920(大正9)年以降､昭和初期に
つながる経済恐慌のなかで､多くの社会事業
対象が出現した｡例えば､内務省地方局によ
る1931(昭和6)年の要救護者調査では､石川
県下に院外要救護者世帯が1,509世帯､2,716
人であった｡それが1934(昭和9)年の石川県
方面委員の所有したカー ド数によると､第1
種カー ド世帯が570世帯､1,895人､第2種カ
ー ド世帯が2,443世帯､8,892人に増加してい
る｡
この時期における石川県内の社会事業の動
向では､まず､1919(大正8)年 8月､社会事
業連絡機関として石川県救済協会 (後に石川
県社会事業協会と改称)が組織され､社会事業
行政 としては､県行政より先に､金汎市が
1920(大正9)年 4月､社会課を開設し､翌年
4月､石川県社会課が設置され､さらに､
1922(大正11)年 4月､県下各郡に社会係が設
置され､救貧行政の近代化が計られた｡
1922(大正11)年 1月には､石川県社会改良
委員規程(昭和3年3月､石川県方面委員規程に
改正)が公布され､地域における社会事業全般
について活動を行うことになった｡
経済保護事業では1920(大正9)年8月､金
沢市鶴間町貸付住宅の設置をはじめとして､
住宅供給事業が著しく発展し､共同浴場では､
1921(大正10)年 4月､太田共同浴場が河合谷
村に設けられたのをはじめとして､県内各地
につ くられている｡公設市場では1923(大正
12)年 7月から8月にかけて､金沢市内に5ヵ
所設置され､1927(昭和2)年 1月､宿泊保護
人事相談事業を行う金沢仏教会婦人ホームが
開設され､その後､県内各地に宿泊保護施設
が設けられている｡公益質屋では､1928(昭和
3)年､羽咋郡志加浦村に公益質屋が設立され
たのをはじめとして､県内各地に普及し､
1936(昭和11)年 4月､石川県公益質屋連合会
が組織されている｡
失業保護事業では1920(大正9)年に金沢
市､七尾町､小松町､大聖寺町に公益職業紹
介所が開設されたほか､1929年から1931年に
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かけて､県下6ヵ所に設置され､1935年10月､
石川県職業紹介事業協会が組織されている｡
また､1932年 8月､小松町方面委員授産部が
設立され､以後県内各地で授産施設が設置さ
れている｡健康保険では1927(昭和2)年､石
川県健康保険署が設立されている｡
児童保護事業では､まず､防貧事業と関連
のある託児所が､この時期に著しい発達をみ
せている｡常設保育所では1921(大正10)年 1
月､金沢育児院託児所の設置をはじめ､1935
年 2月には12ヵ所の開設となり､季節託児所
は1920(大正9)年 2月の河田託児所の開設以
来､1935年 2月までに36ヵ所開設され､1937
年には120ヵ所設置されている｡また､1923(大
正12)年 8月､保育者養成を目的に石川県主催
による乳幼児保育講習会が開催されている｡
虚弱児童保護事業としては､日本赤十字社
石川支部が､河北郡石塚村に児童夏期保養所
を1921(大正10)年より設けている｡
妊産婦保護事業では1922(大正11)年 1月､
愛国婦人会石川県支部が妊産婦保護事業を開
始し､同婦人会は1925(大正14)年 7月､妊産
婦乳児診療所を設立し､さらに､同年 7月､
日本赤十字社石川支部産院乳児科が開設され
ている｡さらに､1933(昭和 8)年 5月､出
産に関わる経済的負担軽減を目的に､金沢市
婦人向上出産相扶組合が設立されている｡
児童相談事業では1923(大正12)年 4月､大
日本私立衛生会石川県支部が児童健康相談所
を金沢市に開設したほか､1926(大正15)年 4
月､愛国婦人会石川県支部が児童健康相談所
を金沢市兼六会館内に､さらに1927(昭和2)
年 4月､大日本衛生会石川県支部が､小松町
と七尾町に児童健康相談所を開設している｡
また､1933(昭和8)年 9月､寺井野町方面委
員助成会が寺井野町小児保健巡回訪問肋産婦
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の制度を実施している｡
医療保護事業では1921(大正10)年7月､金
沢市営診療所 (施薬政療事業)が､1928年 4
月､金沢病院が設立され､結核療養所として
は1926(大正15)年8月､金沢市若松療養所が
設立されている｡
社会教化事業では､金沢禁酒会が1924(大正
13)年6月につくられている｡その後､県内6
カ所に新しく禁酒会がつくられている｡その
他､社会教化団体として､金沢市および各郡
に仏教会が1920(大正9)年より1926(大正15)
年にかけて組織され､1927年6月､石川県教
化事業連合会が石川県庁に置かれている｡
免囚保護事業としては1924(大正13)年3
月､石川更新会が金沢市に設置され､以後､
各郡に同会支部が設けられている｡
隣保事業関係では1925(大正14)年11月､正
院村飯塚社会館が建設され､1929年2月には
福浦村社会館も設立されるなど､県内各地で
隣保事業施設が開設されている｡
融和事業では1936年9月､石川県融和事業
協会が組織され､この年より融和事業完成10
カ年計画が実施された｡また､協和事業とし
ては1936年9月､石川県社会事業協会が協和
事業を始めているO
社会事業の普及や社会事業関係者の研修の
ため､1927年11月､石川県主催の社会事業講
習会が開催されるなど､方面委員の講習会､
協議会などが開催されている｡1932年5月に
は､第1回中部日本社会事業大会が金沢市で
開催されている｡
この時期のその他の動向としては､石川県
移植民協会 (1925年3月)､石川県盲人協会
(1928年10月)および石川県私設社会事業連盟
(1932年9月)などの団体が設立されている｡
以上のように石川県内では､この時期に社
全事業体制が成立し､著しく発展したと言え
る｡この時期の社会事業の特徴をあげると､
まず､救貧行政の近代化､方面委員制度の制
定､救護法の実施､防貧事業と児童保護事業､
医療保護事業および社会教化事業の発展が顕
著であったことがあげられる｡
5.厚生事業期 (昭和13年～同20年)
の動向
大正中期以降昭和戦前期にかけて､ようや
く社会事業が成立したが､それもつかの間､
1937年に日中戦争が勃発し､社会事業は戦争
遂行のためにの厚生事業へと転換されること
になった｡すなわち政府は1938年 ｢国家総動
員法｣を公布するとともに､｢厚生省｣を設置
し､戦争遂行のための ｢人的資源の保護 ･育
成｣と ｢生産力増強の援護｣に力を注ぐこと
になった｡厚生事業立法では1937年に軍事救
護法を改正した軍事扶助法と母子保護法が制
定され､1938年に社会事業法と国民健康保健
法が制定されている｡1939年に司法保護事業
法､1941年に医療保護法､さらに戦争拡大に
よる戦時災害救助のため､戦時災害保護法
(1942年)､戦時死亡傷害保険法(1943年)など
が相次いで制定された｡
石川県内では1938(昭和13)年7月､金沢市
銃後奉公会による金沢市軍事援護相談所が設
立され､同年8月､石川県連合方面委員会に
より戦没者未亡人の身上相談会と遺家族慰問
講習会が開催され､翌1939年9月には北陸4
県下銃後家庭強化講習会が開かれるなど､戦
時体制下の厚生事業が色濃く目立つようにな
った｡
また､次代の兵員の確保と銃後の砦として
の生産力維持 ･増強を目的に季節託児所が
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1937年に120ヵ所､1939年に360ヵ所､1941年 のなかで､社会事業が戦争遂行のために動員
に567ヵ所､さらに1942年には718カ所 と急増 され､戦時下厚生事業が成立 した｡
し､ また､戦時下の隣保相扶の必要性か ら多
注
くの善隣館 (隣保館)が県内各地に開設され､
戦時下厚生事業の一翼 を担ったのである｡ (1) 田代国次郎 『日本社会事業成立史研究』童心
上述のように､石川県内では戦時体制強化 社 昭和39年107頁
1.慈善救済 (明治元年～28年)
慈 善 救 済
明治元年
(1868)
明治2年
(1869)
明治3年
(1870)
明治4年
(1871)
明治5年
(1872)
明治6年
(1873)
明治7年
(1874)
明治8年
(1875)
明治9年
(1876)
明治10年
(1877)
明治11年
(1878)
明治12年
(1879)
明治13年
(1880)
明治14年
(1881)
明治15年
(1882)
明治16年
(1883)
明治17年
(1884)
明治18年
(1885)
3
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加賀藩に対し､無告の窮民､忠孝義烈の族を調査申告すべきを命ず⑦
○この年､前田慶寧細民政助のため米19万6,300石､銭5万600貫､稲1800除葛などを
支出②
○この年､卯炭山養成所は卯辰山貧病院と改称し､貧窮市民や獄中の病人などの診療
にあたる⑲
○この年､小野太三郎､木ノ新保に家屋 1棟を購入し､盲人20余人を収容する⑯
金沢娼妓梅毒検査所設立⑦
石川県､区方仮条例を発して錬寡孤独者等について定める⑲
石川県下砺波､射水､新川の各郡民農作に付き騒擾す⑦
旧加賀藩の軍人等年金を醸出して育英社 (育英事業)設立⑦
森下森八ら石川県金沢の窮民を政･E血すo⑦
○この年､小野太三郎養老事業開始 (彦三町)①
○この年､官金救済による県内政助人員460人⑫
石川県の水害に対し､救他金7,000円下賜(ラ
○この年､官金救済による県内政助人員556人⑰
石川県下大風雨被害甚大⑦
○この年､官金救済による県内救助人月314人⑰
県内の士族千島の漁業､北海道の開墾に努む｡旧藩主前田利嗣､補助金10万円支出⑦
○この年､大聖寺町大火 (8割全焼)㊨
この頃､羽咋地方の百浦村および羽咋村窮乏状況深刻化し､飢餓者続出し､翌18年に
かけて､窮乏は県内一般に拡大する⑲
○この年､官金政済による県内救助人月358人⑰
石川県､貧困児童のために夜学設置心得を定む⑦
○この年､官金救済による県内救助人月414人⑲
明治20年
(1887)
明治21年
(1888)
明治22年
(1889)
明治23年
(1890)
明治24年
(1891)
明治25年
(1892)
明治26年
(1893)
明治27年
(1894)
明治28年
(1895)
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石川県慈恵救済資金積立て開始①
○この年､北陸銀行破産し､預金者である士族困難なため､政府並に旧藩主前田利嗣
救済策を講じる⑦
○この年､官金救済による県内救助人月534人⑲
日本赤十字社石川県支部県庁内に設立⑲
○この年､官金救済による県内救助人月538人⑰
○この年､官金救済による県内救助人員538人⑰
金沢の盈進社貞米価を下落させ､窮民救済のため米商会所に乱入(ラ
○この年､官金救済による県内政助人月545人⑰
6月～9月､金沢市外米を輸入廉売すO⑦
○この年､県令第30号 窮民救済細則発布(む
○この年､ウィン夫妻金沢孤児院設立G)
○この年､万国婦人矯風会遊説月ウエスト女史金沢で客死⑦
私立川上授産館設立 (金沢市)①
金沢市救助所 (貧民救護)設立⑲
-ル･B･ベラ ミー 孤児院設立⑲
婦人宣教師-ーグレーブ私立馬場授産館設立 (金沢市馬場)①
七尾大火､920余戸焼失｡5月枚l血金1,000円下賜⑦
石川県､養児に関する取締規則定む⑦
2.慈善事業 (明治29年～39年)
慈 善 事 業
明治 29年
(1896)
明治 30年
(1897)
明治 31年
(1898)
明治 32年
(1 899)
明治33年
(1900)
明治34年
(1901)
明治35年
(1902)
明治36
(1903)
石川県水害､救他金1,200円下 賜 (診
この頃､県内物価騰貴し､県民 苦 しむ⑦
○この頃､物価騰貴､金融逼迫､凶作､水害､虫害､商工業不振により､農民を中心
に県民窮乏化する⑲
仏教徒有志､康済会 (養老事業)設立 (能美郡小松町)②
金沢慈恵保護場 (免囚保護､明治34年加能慈恵保護場と改称)設立 (金沢市)①
行旅病人及行旅死亡人等の費用限度其の他の件 (石川県令第53号)㊨
県帝災救助基金積立(勤
行旅病人等救護並取扱に関する件 (石川県訓令甲第49号)㊨
金沢慈恵保護場移転建築②
精神病室の構造設備及管理規則 (石川県令第105号)㊨
産業組合設立 (江沼郡勅使村)②
愛国婦人会石川県支部設立②
罷災救助基金取扱規程細則 (石川県訓令甲第40号)㊨
日本キリスト教婦人矯風会金沢支部 (金沢市)設置②
水難政護法の件 (石川県訓令･甲第30号)㊨
北国慈恵院 (育児施設)設立 (石川郡泉野)㊨
明治37年
(1904)
明治38年
(1905)
明治39年
(1906)
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大日本私立衛生会石川県支部設立 (県庁内)②
石川県､県政育所取締規則発令①
日本赤十字社石川支部診寮事業開始⑲
私設救育所に在るものの後見職務に関する件 (石川県令第7号)㊨
宣教師マッケンジー博士金沢育児院設立 (金沢市百々女木町)①
七尾大火､政他金1,000円下賜(訂
出獄者に関する件 (石川県訓令甲第 1号)㊨
石川県軍人援護資金積立開始①
小野慈善院財団法人の許可を得るG)
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3.救済事業 (明治州年～大正 7年)
救 済 事 業
明治42年
(1909)
明治43年
(1910)
明治44年
(1911)
明治45年
(1912)
大正2年
(1913)
大正 3年
(1914)
4
6
12
1
2
4
北陸訓盲院設立 (後に金沢盲唖学校となる)⑦
○この年､金沢育児院拡張移転 (金沢市上鷹匠町)(丑
私立金沢盲唖学校設立①
石川県済貧Jl血窮規定②
慈恵救済資金管理規則 (石川県令第77号)㊨
感化法施行 (石川県告示第300号)㊨
育成院規則 (石川県令第86号)㊨
石川県立石川県育成院 (感化事業)設立 (金沢市)①
育成院院生懲戒及検束の方法 (石川県訓令甲第46号)㊨
牛首共同浴場設立 (河合谷村)⑥
育成院在院者費用徴収規則 (石川県令第43号)㊨
石川県窮民政済規程制定②
輪島大火､1,090戸焼失､放血金1,500円下賜⑦
石川県立石川県育成院､河北郡小坂村-新築移転①
○この年､窮民政済細則改正 (石川県令第60号)①
恩賜財団済生会石川支部創立②
放生軍金沢小隊設置②
○この年､輪島町､町内大火の政済のため輪島町設住宅建設②
小野太三郎逝去⑲
上河合共同浴場設立 (河合谷村)⑥
石川県出獄人保護規程制定②
能登囲慈恵会設立⑦
○この年､麿済会移転拡張 (能美郡百代村)②
○この年､七尾町救助所設立 (紳民住宅)②
○この年､明治天皇御大衷恩賜金 (石川県慈恵救済資金に積立)②
私立金沢盲唖学校県教育会に移管①
小野慈善院､老 ･幼分類収容となる(丑
石川県育成院共済会設立 (石川県育成院の事業後援)⑥
日本赤十字社石川支部結核早期診療事業開始②
能進会設立⑦
金沢育児院､従来の寄宿制度を家族制度に改める①
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大正 4年
(1915)
大正 5年
(1916)
4
l
3
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照憲皇太后崩御恩賜金 (石川県慈恵救済金に積立)②
カトリック宣教師ヨゼフ･ライネルス､私立聖霊病院 (施薬政療)設立 (金沢市長町)
①
○この年､肺結核予防会設立 (県庁内)②
○この年､木之窪共同浴場設立 (河合谷村)⑤
大谷派江沼法徳会 (免囚保護)設立 (大聖寺町字本町慶徳寺)②
石川県大礼恩賜金(参
小野慈善院の幼年部を学校組織に変更し､私立臥竜尋常小学校 と改称㊨
石川県連合仏教会 (教化事業､社会事業他)設立 (県庁内)⑤
○この年､県は地方改善事業 (部落改善事業)開始(参
○この年､下中信用販売購買組合 (地方改善事業)設立 (石川郡米丸村)⑲
石川県軍人援護資金管理規則制定②
感化救済事業地方講習会､金沢で開催⑦
軍事救護法施行細則 (石川県令第55号)㊨
金石託児寮 (常設保育所)設立 (石川郡)⑧
4.社会事業 (大正 8年～昭和12年)
社 会 事 業
大正10年
(1921)
石川県救済協会 (社会事業連絡機関)②
河田託児所 (農繁期託児所)設立 (能美郡国府村)⑤
小松警察署人事相談所設立⑦
玉川警察署人事相談所設立⑦
金沢市社会課設置②
金沢市鶴間町貸付住宅設立⑤
河北郡仏教会 (教化事業､社会事業他)設立 (津幡町)⑤
金沢市弥生町貸付住宅設立G)
金沢市職業紹介所設立⑤
七尾町職業紹介所設立⑤
大聖寺警察署人事相談所設立⑦
小松町職業紹介所設立⑤
大聖寺町職業紹介所設立⑤
輪島警察署人事相談所設立⑦
松任警察署人事相談所設立⑦
小松町人事相談所設立(診
金沢育児院託児所設立 (玉川町)②
生活改善同盟会石川県支部設立②
石川県救済会､石川県社会事業協会と改称②
社会事業費調査報告の件⑬
飯田警察署人事相談所設立(ラ
石川県社会課設置②
太田共同浴場設立 (河合谷村)(参
金沢市木ノ新保貸付住宅設立⑤
矢上 :石川県社会事業年表一近代のあゆみ- 39
大正11年
(1922)
大正12年
(1923)
1
1
2
3
4
4
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5
5
5
5
5
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郡市長会議において､方面委員制度新設の譲生じ､6月郡市社会事務担任者協議会に
おいて具体的研究を行う⑥
金沢市営診療所 (施薬政療事業)設立②
日本赤十字社石川支部､河北郡石塚村に児童夏季保養所開設②
石川県､社会政策講習会開催②
羽咋郡警察署人事相談所設立⑦
愛国婦人会石川県支部特別救護規程制定(大正15年6月､昭和 8年6月それぞれ改正)
㊨
○この年､産業組合県細則制定②
○この年､戸坂東部信用販売購買組合 (地方改善事業)設立 (石川郡戸坂村)⑲
石川県社会改良委月規程公布②
愛国婦人会石川県支部妊産婦保護事業開始②
金沢育児院託児所､白銀町に移転②
石川県社会事業資金積立管理規則②
盲聾唖学校､県-移管②
石川県社会事業奨励規程制定②
県下各郡役所内に社会係設置②
石川県社会改良委員制度実施②
住宅組合金沢市内等に設立開始②
住宅組合及資金に関する制度②
石川県社会課､活動写真姓 (社会教化)設置⑤
社会的施設事業状況報告の件⑬
社会改良委員98人､理事10人､顧問弁護士 3人嘱託され､6月より活動を開始する⑥
鉢伏共同浴場設立 (河北郡宇ノ気村)(診
兼六会館設立②
社会改良委員指導会県下5ヵ所 (金沢市､大聖寺町､小松町､七尾町､輪島町)で開
催⑮
日本赤十字社石川支部第2回夏季児童保養所開設⑲
金沢市犀川､浅野川氾濫の際､方面委員､浄水の供給､焚出し､野菜の搬入などに尽
力⑨
金石託児寮町営となる⑧
聖便園 (常設保育所)設立 (金沢市)③
寺井警察署､人事相談係設置⑦
石引町校下社会改良委月会､人事相談所開設⑮
○この年､津幡町社会体育場設置②
○この年､社会改良委月の取扱件数1,134件⑥
○この年､石川郡松任町に共同作業場､共同井戸､共同浴場設立⑲
鶴来警察署人事相談係設置⑦
津幡警察署人事相談係設置⑦
七尾警察署人事相談係設置⑦
庸坂警察署人事相談係設置⑦
中居共同浴場設立 (鳳至郡住吉村)⑥
石川県社会事業協会､第 1回社会改良委員総会開催 し､大阪府方面委月玉野永之助の
｢方面委員の活動の状況｣の講演があった⑮
大日本私立衛生会石川県支部､児童健康相談所 (金沢市)開設⑤
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輪島町営貸付住宅設立⑥
石川郡仏教会 (教化事業､社会事業他)設立 (松任町)⑤
鳥屋共同浴場設立 (鹿島郡鳥屋村)㊨
内目角託児所 (季節)設立 (河北郡宇ノ気村)⑥
井田松乃湯 (共同浴場)設立 (鹿島郡滝尾村井田)⑲
金沢市公設市場 (市内5カ所)設置②
金石町社会体育場設立(参
自江託児所設立 (能美郡白江村)②
馬場校下社会改良委員会､通俗衛生講話会開催⑮
石川県､乳幼児保育講習会開催②
震災救護事務設置②
金沢市上田町貸付住宅設立⑤
金沢市横山町貸付住宅設立G)
石川県の指示により､県内全方面委員､関東大震災の罷災者救済活動を行う⑨
方面委月､一般社会調査実施⑨
住宅組合法施行細則 (石川県令第90号)㊨
○この年､社会改良委員の取扱件数5,072件⑥
富来警察署人事相談係設置⑦
石川県社会事業協会､『石川県社会改良』創刊⑨
石川更新会 (釈放者保護)設立 (金沢市)④
中居共同浴場設置 (鳳至郡中居村)㊨
金丸共同浴場設置 (鹿島郡金丸村)②
盲唖学校､県立盲学校 と県立聾唖学校に分立される②
馬場校下社会改良委員､児童健康相談所を毎月2回開設②
金沢禁酒会設立 (金沢市成瀬町)㊨
金沢市立五葉町託児所設立⑤
能美郡仏教会 (教化事業､社会事業他)設立 (小松町)⑤
宇出津警察署人事相談所設立⑦
根津共同浴場設立 (能美郡板津村)㊨
○この年､社会改良委員の取扱件数4,767件⑥
極楽揚 (共同浴場)設立 (羽咋郡上甘田村)⑥
石川県社会改良委員規程改正⑨
馬場校下社会改良委員会､衛生講和会開催㊧
石川県移植民協会設立⑥
社会改良委員会区域､金沢市 1小学校下に増設⑥
金沢市芳斎町校下期成救護会 (社会改良委員会助成会)設立㊧
金沢市森山町校下社会改良事業後援会設立⑳
大聖寺町社会改良委員会､救済資金貸付規程設置⑮
日本赤十字社石川支部産院乳児科設立 (金沢市下新町)④
愛国婦人会石川支部､妊産婦乳児診療所設立 (金沢市下新町)④
済生会金沢市診療所設立⑦
この月より､森山町校下社会改良委員会では､第3日曜日に巡回診療 (政寮事業)実
施㊧
産業組合及産業組合連合会取扱規程 (石川県訓令甲第49号)㊨
他故老異動並生活状況報告㊨
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金沢市野町校下社会改良委員助成会設立㊧
江沼郡仏教会 (教化事業､社会事業他)設立 (大聖寺町)⑤
石川県社会課､金沢市の労働者､俸給生活者､商家の生計費調査を社会改良委員によ
り行う⑨
正院村飯塚社会館設立⑤
第1回郡市連合社会改良委員常務委員会開催⑨
金沢市馬場校下社会事業助成会設立⑳
第1回金沢市社会改良委月常務委月会開催⑨
○この年､社会改良委月の取扱件数5,489件⑥
芝垣共同浴場設置 (羽咋郡上甘田村)㊨
第2回郡市連合社会改良委月常務委月会開催⑨
第2回金沢市社会改良委員常務委月会開催⑨
金沢市中島町供給住宅設立⑤
鹿島郡仏教会 (教化事業､社会事業他)設立
鳳至郡仏教会 (教化事業､社会事業他)設立
金沢市本多町供給住宅設立⑤
金沢市横山町供給住宅設立⑤
金沢市馬場町供給住宅設立⑤
????????
第3回郡市連合社会改良委月常務委月会開催⑨
金沢市泉野町供給住宅設立⑤
金沢市北安江町供給住宅設立⑤
河田谷内託児所 (季節)設立 (能美郡国府村)⑤
飯塚託児所設立 (珠洲郡正院村)⑤
愛国婦人会石川支部､児童健康相談所設立 (金沢市兼六会館)⑤
羽咋郡仏教会 (教化事業､社会事業他)設立 (羽咋町)⑤
第3回金沢市社会改良委員常務委月会開催⑨
八田村共同浴場設立⑤
第4回郡市連合社会改良委員常務委員会開催⑨
第4回金沢市社会改良委員常務委月会開催⑨
歩兵第7連帯第5中隊禁酒断行⑤
社会改良委月設置区域､金沢市 レト学校下に増設⑥
第5回郡市連合社会改良委員常務委員会開催⑨
金沢市仏教会 (教化事業､社会事業他)設立⑤
金沢市若松療養所設立 (河北郡浅川村)⑤
珠洲郡仏教会 (教化事業､社会事業他)設立 (飯田町)⑤
金沢市立主馬町託児所設立⑤
第6回郡市連合社会改良委月常務委月会開催⑨
材木町枝下社会改良委月助成会設立⑳
第5回金沢市社会改良委月常務委月会開催⑨
第7回郡市連合社会改良委員常務委員会開催(9
河合谷村自治会 (禁酒運動)設立⑤
第6回金沢市社会改良委月常務委員会開催⑨
○この年､社会改良委月の取扱件数7,041件⑥
七尾町託児所 (季節託児所)設立⑤
金沢仏教会婦人ホーム (宿泊保護人事相談)設置 (金沢市木ノ新保職業紹介所内)⑤
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穴水警察署人事相談係設置(訂
第 1回乳幼児愛護デー実施⑨
昭和住宅組合設立⑲
大日本私立衛生会石川県支部､小松町と七尾町に児童健康相談所開設⑤
牛島託児所設立 (能美郡寺井野町)⑤
金沢市大火､政地金2,000円下賜⑦
中託児所設立 (季節託児所)(能美郡中海村)⑤
石川県教化事業連合会設立 (石川県庁内)⑤
西馬場共同浴場設立 (能登部村)⑤
石川県､警察署長会議を開き､花柳病予防等衛生事務を協議す⑦
輪島町社会改良委員助成会設立⑳
金沢市立浅野川託児所設立⑤
内灘村方面委月後援会設立⑳
石川県､社会事業講習会開催⑨
○この年､石川県健康保険署設立⑫
○この年､社会改良委員の取扱件数7,853件⑥
松任町方面委員事業助成会設立㊧
興津禁酒会設立 (河北郡英田村)⑤
金沢市方面事業助成会設立⑳
社会改良委月規程を方面委員規程に改正⑨
石川県社会課､社会改良講話会開催⑨
金石町方面委員設置⑧
金沢病院設立 (医療保護)G)
白尾託児所設立 (河北郡七塚村)⑤
盲聾唖教育後援会設立 (金沢市)⑥
方面委員設置区域､金沢市2小学校および郡部12ヵ町村に増設⑥
金石警察署人事相談部設置⑦
第2回乳幼児愛護デー実施⑨
風谷託児所設立 (江沼郡西谷村)⑤
社会事業懇談会開催⑨
方面委員制度普及並に活動写真会が県下11ヵ所で開催⑨
河北郡内灘村方面委員6名､打尾県社会課主事引率により､岐阜県､愛知県､静岡県
を視察⑨
-青黒氏共同浴場設立 (鳥谷村)⑤
大聖寺町託児所設立 (江沼郡)G)
田鶴清託児所 (季節託児所)設立 (鹿島郡)⑤
方面委員設置区域､郡部39ヵ町村に増設し､1市55ヵ町村となる㊧
和倉町託児所 (季節託児所)設立 (鹿島郡)⑥
石川県盲人協会設立⑦
石川県昭和大礼恩賜金設置⑤
莱ヶ崎禁酒会設立 (石川郡莱ヶ崎村)⑤
金沢市方面委員10名は､県社全課属去田佐六､市社会課書記伊東健四郎引率により､
京都府､大阪府､兵庫県の社会事業を視察⑨
○この年､社会方面委員の取扱件数12,579件⑥
○この年､新設された53方面毎に新設方面委員事務打合わせ会開催⑨
矢上 一石川県社会事業年表-近代のあゆみ-
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○この年､羽咋郡志加浦村公益質屋設立⑫
北志雄村禁酒会設立 (羽咋郡)⑤
福浦村社会館設立⑤
金沢市方面委員事業助成会設立⑥
県下方面常務委月会開催⑨
社会事業講習会を金沢市､七尾町､小松町で開催⑨
大屋村方面委月事業助成会設立⑥
美川町済生舎 (無料住宅供給)設立⑥
満仁共同浴場設立 (鹿島郡高階村)⑬
第3回乳幼児愛護デー実施⑨
新設郡部方面委月15名は､打尾主事引率により､長野県､群馬県､埼玉県､東京市の
社会事業を視察⑨
小松町託児所 (常設保育所)設立⑥
方面委月設置区域､金沢市5小学校下および郡部4カ町村に増設⑥
石川県教化団体連盟設立⑦
千路共同浴場設立 (羽咋郡越路村)⑲
金丸村農繁期託児所設立 (鹿島郡)⑥
江沼郡方面委月懇談会開催⑨
賓立村職業紹介所設立 (珠洲郡)⑥
金沢市､大聖寺町､小松町方面委員15名は､杉森主事､金沢市伊東書記引率により､
愛知県､神奈川県､東京市の社会事業視察⑨
木郎村職業紹介所設立 (珠洲郡)⑥
金沢市､小松町､七尾町､西増穂村､宇出津町､飯田町の7カ所において､近隣町村
の方面委員を含めた方面委員協議会開催⑨
慈善講設立 (方面委員事業助成会)(宇ノ気村)⑥
○この年､方面委員の取扱件数14,783件 ⑥
金沢市方面常務委員会開催⑳
金沢市方面委員幹事会開催⑳
大杉谷村職業紹介所設立 (能美郡)⑥
石川県社会事業協会と育成院共済会との合同主催により､青少年保護懇談会開催㊧
金沢市方面常務委月会開催⑳
江沼郡大聖寺町方面委員会開催⑳
県内の国費他救状況79人2,070円､県費他政状況477人4,532円⑨
金沢市瓢箪町校下方面委員会開催⑳
金沢市方面委員幹事会開催⑳
石川更新会少年収容所を増築⑬
金沢市方面常務委員会開催⑳
興津託児所 (季節)設立 (河北郡英田村)⑥
酒見託児所 (季節)設立 (羽咋郡西増穂村)⑥
河北郡連合方面委員会および江沼郡連合方面委員会設立⑨
郡部方面委貞10名､打尾主事引率により､大阪市､兵庫県､岡山県の社会事業視察⑨
寺井野町方面委員事業懇談会開催⑳
金沢市方面常務委員会開催⑳
鹿島郡北部連合事務研究会開催⑳
金沢学園 (乳幼児保育)設立⑲
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羽咋郡北部､鳳至郡西部方面委員連合会および鹿島郡北部連合事務研究会設立⑨
大聖寺町無料住宅設立⑥
河北郡連合方面委員会開催⑳
羽咋郡北部鳳至郡西部方面委員連合会開催⑳
鹿島郡連合方面委員会開催⑳
旭村立青年学校農繁期託児所設立 (石川郡)⑥
融和促進を目的に浅野川会館設立 (社全館)(河北郡小坂村)⑥
金沢市方面常務委員会開催⑳
金沢市方面委月懇談会開催⑳
高潰町職業紹介所設立 (羽咋郡)⑥
金沢市方面委月幹事会開催⑳
羽咋郡北部鳳至郡西部方面委員連合会開催⑳
河北郡方面委員連合会開催⑳
金沢市方面常務委月会開催⑳
金沢市方面委月臨時常務委月会開催⑳
金沢市方面常務委員会､救護法実施促進大会開催⑨
○この年､方面委月の取扱件数18,984件⑥
金沢市方面委月幹事会開催⑳
金沢市方面常務委員会開催⑳
野崎託児所 (季節)設立 (鹿島郡東島村)⑥
鈴見保護所 (精神病者療護)設立 (河北郡浅川村)⑮
若山村児童健康相談所設立⑦
珠洲郡連合方面委月会設立⑨
石川更新合江沼郡支部設立⑦
石川県､社会事業協議会開催⑨
金沢市方面常務委員会開催⑳
山島村農繁期託児所設立 (石川郡)⑥
津幡町託児所 (季節)設立 (河北郡)⑥
救護法実施準備のため要救護者の調査を実施し､方面委員はこれに協力した｡調査結
果は､要救護者世帯数1,509世帯､男1,203人､女513人､計2,716人⑨
石川県立育成院､女子部開設⑲
金沢市長町校下方面委員会開催⑲
金沢市新堅町校下方面委員会開催⑲
珠洲郡連合方面委貞会開催⑲
河北郡連合方面委員会開催⑲
金沢市方面委員幹事会開催⑲
方面委員設置区域､郡部6ヵ町村に増設⑥
私立羽咋女子裁縫学院付設託児所 (季節)設立⑥
山代町託児所 (常設)設立 (江沼郡)⑥
山中町大火､救他金2,000円下賜⑦
第5回乳幼児愛護週間実施⑨
剣地村方面委員､剣地季節託児所設立⑨
石川県方面委員講習会開催⑨
石坂社会館設立 (羽咋郡志雄町)⑥
門前町職業紹介所設立 (鳳至郡)⑥
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西海村職業紹介所設立 (珠洲郡)⑥
金沢市医師会救療(診
金沢市方面常務委員会開催⑲
金沢市石引町校下方両委員会開催⑳
金沢市長土塀校下方面委員会開催⑳
能美郡寺井野町方面委員会開催⑲
金沢市材木町校下方面委員会開催⑲
石川県連合方面委員会開催⑳
金沢市方面委月懇談会開催⑳
羽咋郡福浦村方面委員会開催⑳
羽咋郡西海村方面委員会開催⑳
郡部方面委員4名､本多属と共に京都府､広島県､山口県下の社会事業視察⑨
45
金沢同朋園 (宿泊保護､人事相談)設立⑥
東山寮 (宿泊保護､人事相談)設立 (河北郡小坂村)⑥
江沼郡連合方面委月会開催⑲
金沢市十一長屋町校下方面委員会開催⑲
鹿島郡金丸村方面委員会開催⑲
羽咋郡鳳至郡西部連合方面委員会開催⑳
金沢市方面委員常務委員会開催⑳
羽咋郡北志雄村方面委月会開催⑳
鳳至郡宇津町方面委員会開催⑳
能美郡北部連合方面委員会開催⑲
能美郡連合方面委員会開催⑳
河北郡連合方面委員会開催⑳
鳳至郡剣地村公益質屋設立⑥
林中村農繁期託児所設立 (石川郡)⑥
郡谷村方面委月､郡谷季節託児所とほだい季節託児所設立⑨
鹿島郡北部連合方面委員会開催⑳
金沢市定例方面委員常務委員会開催⑳
珠洲郡連合方面委員会開催⑳
金沢市方面委月10名は本多属引率により､愛知県､静岡県､東京市の社会事業視察⑨
小松町竹島寮無料住宅設立⑥
金沢市方面委員連盟設立⑨
西部羽鳳方面委員連合会開催⑲
長土塀校下方面委員会開催⑲
金沢市方面委員常務委員会開催⑳
羽咋郡連合方面委員会開催⑳
石川郡連合方面委員会開催⑲
石川県育成院共済会､育成院と協同し､保護教育懇談会開催⑳
政護法施行細則 (石川県令第67号)㊨
政護法に依る居宅救護の場合における生活扶助のため支出する費用の限度に関する
件､市町村長宛､県学務部長通牒㊨
金沢市方面委月連盟主催で､同情週間実施⑨
石川県方面委員規程を改正⑥
小松町町営貸付住宅設立⑥
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○この年､方面委員の取扱件数23,328件⑥
方面委員設置区域､郡部28ヵ町村に増設⑥
寺井野町方面委員事業助成会設立⑥
橋立村方面委員事業助成会設立⑦
金沢市菊川町校下方面委月会開催⑳
金沢市馬場校下方面委月会開催⑳
金沢市森山町校下方面委員会開催⑳
金沢市此花町校下方面委月会開催⑲
金沢市新堅町校下方面委月会開催⑲
金沢市方面委月幹事会開催⑲
金沢市方面委月常務委月会開催⑳
石川県､社会事業協議会開催⑨
方面委月の第一線指導職月として､県社会課に3名の事業嘱託設置⑨
金石町職業紹介所設立 (石川郡)⑧
富来町託児所 (季節)設立 (羽咋郡)⑥
第6回乳幼児愛護週間実施(勤
金沢市方面委員連盟および中部 日本社会事業連盟主催､第1回中部日本社会事業大会
金沢市で開催⑨
イナ ミ園託児所 (常設)設立 (江沼郡作見村)⑥
小松町方面委員授産部設置 (能美郡)⑥
山中町託児所 (常設)設立 (江沼郡)⑥
石川県私設社会事業連盟設立⑥
大衆免公設市場設立 (金沢市)⑲
金沢市内職奨励会設立⑲
七塚村方面委月事業助成会設立⑥
河北郡宇ノ気村方面委員部､カー ド階級者の追悼会を行う⑨
能美郡国府村では方面委員会と社会教育委員会の合同委員会開催⑨
長柄町公設市場設立 (金沢市)㊨
金沢市婦人向上出産相扶組合設立⑥
慈光託児所 (季節)設立 (江沼郡分校村)⑥
川北村立青年学校付属託児所 (季節)設立 (河北郡)⑥
鉢伏託児所 (季節)設立 (河北郡宇 ノ気村)⑥
清琳寺農繁期託児所設立 (鳳至郡住吉村)⑥
第7回乳幼児愛護週間実施⑨
大野町託児所 (季節)設立 (石川郡)⑭
石川更新会能美郡支部設立 (小松町)⑮
郡部方面委員11名､伊東主事補､延村嘱託引率により､大阪府､兵庫県､岡山県の社
会事業視察⑨
羽咋郡志雄村方面委月会開催⑪
方面委員設置区域､金沢市1学校下および郡部12ヵ町村に増設⑥
若山村職業紹介所設立 (珠洲郡)⑥
西海村方面委月事業助成会設立⑥
県下各郡市において方面委員講習会開催㊧
長尾託児所 (季節)設立 (鳳至郡柳田村)⑭
山中方面委員事業助成会設立⑥
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福岡託児所 (季節)設立 (能美郡根上町)⑥
三馬村農繁期託児所設立 (石川郡)⑥
金沢市芳斎町校下方面委員会開催㊧
金沢市馬場校下方面委員会開催㊥
河北郡津幡町方面委月会開催⑪
金沢市十一屋町校下方面委月会開催⑪
金沢市方面常務委月懇談会開催㊧
寺井野町方面委月助成金､寺井野町小児保健巡回訪問助産婦設立⑲
金石町方面委月事業助成会設立⑧
金沢市に婦人方面委月を1方面1人宛 (諸江町校下除く)任命⑥
婦人方面委月指導講習会開催⑨
金沢市石引町校下方面委月合開催㊧
金沢市新堅町校下方面委月会開催⑪
第3回全国児童栄養週間に際し､金沢市方面委員部､学校貧困児童ならびにカー ド階
級者に栄養食給与費補給⑨
石川県方面委月制度実施10周年記念大会開催⑨
金沢市森山町校下方面委月会開催⑪
同情週間実施､知事歳末慰問⑨
高清町救護所 (宿泊救護)設立⑲
七尾町公益質屋設立 (鹿島郡)⑥
輪島町公益質屋設立 (鳳至郡)⑥
○この年､県費による行旅病人救護20人､行旅死亡人救護5人⑥
○この年､方面委月の取扱件数31,657件⑥
婦人方面委月協議会開催⑪
白峰村方面事業助成会設立⑭
金沢育児院おいて､育児事業に関する方面常務委月懇談会開催⑨
能美郡小松町方面委具合開催㊧
羽咋郡東増穂村方面委員会開催㊧
金沢市方面常務委月懇談会開催㊧
能美郡板津村方面委月会開催⑪
軍事扶助石川県地方委員会設立⑮
能美郡西尾村方面委月会開催⑪
金沢市方面委月常務懇談会開催㊧
金沢市婦人方面委月協議会開催⑪
能美郡大杉谷村方面委月会開催⑪
社会事業協議会開催⑨
東島村方面委月事業助成会設立⑥
第一善隣館 (隣保事業)設立 (金沢市野町)⑥
徳田村方面委月事業助成会設立⑥
中島村公益質屋設立 (鹿島郡)⑥
金沢学園 (常設保育所)設立⑥
和寧農繁期託児所設立 (能美郡中海村)⑥
達家聖徳保育園 (季節)設立 (河北郡七塚村)⑥
豊田町託児所 (季節)設立 (鹿島郡豊川村)⑥
土川託児所 (季節)設立 (鹿島郡豊川村)⑥
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七塚村公益質屋設立 (河北郡)⑥
志雄町職業紹介所設立 (羽咋郡)⑥
内灘村職業紹介所設立 (河北郡)⑥
長谷田託児所 (季節)設立 (江沼郡河南村)⑥
長野明星農繁期託児所設立 (能美郡寺井野町)⑥
第8回乳幼児愛護週間実施⑨
郡部方面委員17名､去田属とともに､静岡県､神奈川県､東京市の社会事業視察⑨
十一屋町方面委員部授産場設立 (金沢市)⑥
手取川大水害⑨
石崎村公益質屋設立 (鹿島郡)⑥
日本赤十字社石川支部夏季児童保養所開設⑲
日本赤十字社石川支部第 1回溺者救助法講習会開催⑲
金沢市方面常務委員会開催⑨
金沢市十一屋町方面委員部第四善隣館設立⑨
金沢市方面委員連盟､経済調査研究委員会設置⑨
方面委員設置区域､郡部10ヵ村に増設⑥
福島託児所 (季節)設立 (能美郡根上町)⑥
安原村農繁期託児所設立 (石川郡)⑥
末坂託児所 (季節)設立 (鹿島郡鳥谷村)⑥
少年教護法施行細則 (石川県令第135号)㊨
羽咋町職業紹介所設立 (羽咋郡)⑥
高松町職業紹介所設立 (河北郡)⑥
金沢市方面委員連盟､『金沢市方面時報』創刊⑨
長土塀方面委員部､方面事業懇談会開催⑨
同情週間実施｡知事歳末慰問⑨
津幡町方面事業助成会設立⑲
石川県立加能実修学校規程 (石川県令第39号)㊨
○この年､県費による行旅病人救護18人､行旅死亡人救護11人⑥
○この年､方面委員の取扱件数32,100件⑥
少年教護法施行細則取扱手続 (石川県訓令甲第15号)㊨
金沢市付近町村編入により市内に3方面増設し､それにより､郡部7方面を廃止⑥
作見村方面委員事業助成会設立⑥
羽咋町公益質屋設立⑥
社会事業協議会開催⑨
方面か-ド登録世帯､第1種1,571世帯4,210人､第2種7,140世帯32,145人⑨
金沢市方面委員12名は､県社会課委員､松任金沢市社会課長とともに､全国方面委員
大会出席を兼ね､大分県､宮崎県､鹿児島県､熊本県の社会事業視察o郡部方面委員
14名は､伊東主事補とともに､福岡県､佐賀県､長崎県､熊本県の社会事業視察⑨
協心舎 (託児保護､健康相談､作業補導､宿泊保護)設立 (金沢市樫町)㊨
第三善隣館 (隣保事業)設立 (金沢市尻垂坂通)⑥
志雄町公益質屋設立 (羽咋郡)⑥
門前町公益質屋設立 (鳳至郡)⑥
金沢市樫町託児所 (常設)設立⑥
矢田野村農繁期託児所設立 (江沼郡)⑥
寺井農繁期託児所設立 (能美郡寺井野町)⑥
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久常村託児所 (季節)設立 (能美郡)⑥
飯川託児所 (季節)設立 (鹿島郡徳田村)⑥
第9回全国児童愛護運動実施⑨
第二善隣館 (隣保事業)設立 (金沢市弓ノ町)⑥
上原託児所 (季節)設立 (江沼郡河南村)⑥
粟生村農繁期託児所設立 (能美郡)⑥
津村託児所 (常設)設立 (能美郡)⑥
吉田村第一託児所 (季節)設立 (能美郡)⑥
吉田村第二託児所 (季節)設立 (能美郡)⑥
良川託児所 (季節)設立 (鹿島郡鳥屋村)⑥
沖良川託児所 (季節)設立 (鹿島郡鳥谷村)⑥
-青黒氏託児所 (季節)設立 (鹿島郡鳥谷村)⑥
新庄託児所 (季節)設立 (鹿島郡鳥屋村)⑥
大規託児所 (季節)設立 (鹿島郡鳥屋村)⑥
越路村託児所 (季節)設立 (鹿島郡)⑥
金沢市および金沢市方面委員達盟主催､石川県後援で第1回方面制度施行記念方面事
業週間実施⑨
戦没軍人 ･軍属の遺児を収容する七生寮設立 (第三善隣館内)⑲
日本赤十字社石川支部夏季児童保養所開設⑲
日本赤十字社石川支部第2回溺者救助法講習会開催⑲
八幡託児所 (季節)設立 (鹿島郡徳田村)⑥
石川県職業紹介事業協会設立 ⑥
石川県主催､婦人方面委員会開催⑨
金沢市方面委貞事業助成会､常盤町保護所設立⑨
金沢市主催､社会事業講習会開催⑨
日本赤十字社石川支部第3回赤十字デー実施⑲
愛国婦人会支部役月と婦人方面委員懇談会開催⑨
長土塀方面委月部主催､第2回方面事業懇談会開催⑨
同情週間実施｡知事歳末慰問⑨
○この年､県費による行旅病人救護11人､行旅死亡人救護 4人⑥
○この年､方面委月の取扱件数32,959件⑥
金沢市方面委員達盟主催､チャリティ浪曲大会実施⑨
方面カー ド登録世帯､第1種1,418世帯4,053人､第2種6,530世帯28,748人⑨
大野町方面委月部､大野町隣保館設立 (金沢市)㊨
小野慈善院付属季節託児所開設㊨
石川県公益質屋連合会設立⑥
済生会金沢診療所設立⑥
長江谷善隣館設立 (金沢市)㊨
剣地村火災､罷災戸数20戸､羅災人員71人⑥
西谷村火災､罷災戸数25戸､催災人員121人⑥
県市共同主催､方面委員講習会開催⑨
第1回金沢市婦人方面委員会開催⑨
金沢市方面委員9名､県社会課員､市社会課長ともに､群馬県､東京府､千葉県､静
岡県､愛知県の農村社会事業視察⑨
金沢市および金沢市方面委員達盟主催､石川県後援､第2回方面事業週間実施⑨
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三崎村職業紹介所設立 (珠洲郡)⑥
日本赤十字社石川支部第3回溺者救助法講習会開催⑳
日本赤十字社石川支部夏季保養所開設⑳
職業紹介法改正に伴い､県社会課内に職業係を設置⑥
金沢市区方面委月給会開催⑨
第一善隣館､母親学校開校⑨
金沢市野町方面委月部､米丸季節保育所設立⑲
石川県融和事業協会創立⑥
石川県社会事業協会､協和事業を開始⑥
石川県拓務委員規程公布 (石川県告示第53号)⑥
石川県移住者相談所規程公布 (石川県告示第365号)⑥
橋立村方面委員事業助成会設立⑥
七塚村職業紹介所設立 (河北郡)⑥
第二善隣館､花嫁学校開校⑨
鹿島郡金丸村､愛育会より愛育村に指定される⑲
日本赤十字社石川支部第4回赤十字デー実施⑳
○この年､方面委員の取扱件数34,375件(9
0この年､鶴来町方面委員助成会設立⑥
○この年､志雄町方面委員助成会設立⑥
○この年､越路方面委員助成会設立⑥
○この年より､融和事業完成10箇年計画実施される⑥
方面委員令実施に伴い､方面委員規程の改正､方面委員令施行に伴う依命通牒方面委
員定数の改正 (定数718人)など実施される⑥
安原村下福増に共同作業場設立⑬
金沢市内に一方面増設され､20方面となる⑥
七尾市方面委月事業助成会設立⑨
金沢市無料法律相談所設立⑮
金沢市政療事業連絡会設立⑮
金沢市および金沢市方面委貞連盟主催､方面委員一夜講習会開催⑨
金沢市長町方面委月部､長町会館設立⑨
児童愛護週間実施⑨
金沢市､第3回方面委員事業週間実施⑨
-レンケラー女史来県⑫
軍事扶助法施行細則 (石川県令第30号)㊨
軍事扶助法施行に関する件依命通牒､県学務部長より市町村長宛⑫
軍事扶助法並に同施行細則に依る報告様式に関する件通牒､県学務部長発⑫
石川県主催､方面事業委月会開催⑨
金石町授産場設立⑧
同情週間実施､知事歳末慰問⑨
宇出津町方面委員助成会設立⑨
○この年､金沢市野町方面委員部､高尾町保育所､窪町保育所､円光寺町保育所設立
⑲
○この年､県内季節保育所設置数120カ所⑪
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母子保護法施行細則 (石川県令第53号)㊨
母子保護法施行に関する件依命通牒､県学務部長より市町村長宛⑫
軍事扶助法に依る扶助費用の限度増額に関する件､県学務部長より市町村長宛通牒㊧
救護費国庫補助に関する件依命通牒､県学務部長より市町村長宛⑳
金沢市方面委月移動講習会開催⑨
支那事変関係召集解除者並に除隊者生業援護規程 (石川県告示第891号)㊨
石川県社会事業嘱託が5名に増兵⑨
金沢市大野町方面委員部､大野町託児所開設⑨
金沢市方面委月連盟､石川県連合方面委月会主催､方面委員内助講習会開催⑨
4月～7月､石川県連合方面委月会､郡部方面委員の相互指導会を32ヵ町村において
開催⑨
石川県立育成院､河北郡内灘村に移転し､県立加能実習学校と改称⑲
児童愛護週間実施⑨
軍事援護相談所に関する件依命通牒､県学務部長より市町村長宛㊧
石川県中央軍事援護相談所規程 (石川県告示第114号)㊨
傷壌軍人の居宅医療及委託療養に関する件通牒､石川県学務部長より市町村長宛⑳
方面委月未設置町村91全部に方面委員を設置し､委員345名任命､方面委員定数改正
により､718名から1.115名となる⑨
第四善隣館開設⑨
第4回方面事業週間実施⑨
郡部方面委月9名､内村､申出嘱託とともに､愛知県､静岡県､東京肝､埼玉県の農
村社会事業視察⑨
7月～8月､県下5ヵ所において方面委員および幹事講習会開催⑨
金沢市銃後奉公会､金沢市軍事援護相談所設立⑲
石川県連合方面委月全､戦没者未亡人の身上相談会および遺家族慰問講習会開催⑨
石川県連合方面委月会､臨時失業対策委員会設置⑨
傷病軍人の居宅医療及委託療養取扱に関する件通牒､石川県学務部長より市町村長宛
㊨
戦没者遺児の育英事業助成に関する件､県学務部長より市町村長宛通牒㊨
金沢市方面委月8名､大阪府社会事業視察⑨
飯田町方面事業助成会設立⑨
10月～11月､石川県連合方面委月会､金沢市方面委員相互指導会を各委員部毎に開催
⑨
笠師保村方面委員事業助成会設立⑨
金丸村における愛育事業研究発表会に金沢市方面委員8名参加⑨
方面常務委月講習会開催⑨
傷凍軍人子弟の育英助成に関する件通牒､石川県学務部長より市町村長および中等学
校長宛⑳
同情週間および方面強調週間実施⑨
金沢市野町方面委月部､千日町授産場設立⑨
金沢市野町方面委月17名､新田嘱託とともに愛知県､静岡県､東京府の社会事業視察
⑨
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金沢市方面委員7名､愛知県､岐阜県､静岡県､
業視察⑨
金沢市方面委月10名､野村嘱託とともに京都府､
社会事業視察⑨
方面カー ド登録世帯,第1種2,155世帯5,873人､
山中町更生舎 (無料住宅供給)設立⑬
金沢市諸江方面委月部､鞍月託児所設立⑨
金沢市長土塀方面委員部､長土塀厚生館設立⑨
米丸季節託児所 (金沢市)､常設保育所に変更⑲
第13回児童愛護週間実施⑨
第5回方面事業週間実施⑨
大阪府､兵庫県､岡山県､の社会事
大阪府､兵庫県､徳島県､岡山県の
第2種6,983世帯29,553人⑨
日本赤十字社石川支部､体育協会と協調し､溺者救助法講習会開催㊧
日本赤十字社石川支部夏季児童保養所開設㊧
傷病軍人遺族生業資金貸付に関する件､市町村長宛軍人援護会石川県副支部長通牒⑫
傷凍軍人に介護用具支給の件通牒､石川県学務部長より市町村長､中等学校長宛㊨
金沢市馬場方面委月部､第五善隣館設立⑨
全日本方面委員連盟および石川県主催､北陸4県下銃後家庭強化講習会開催⑨
方面委月相互指導指定村常務委員8名､兵庫県､岡山県､広島県下社会事業視察⑨
日本赤十字社石川支部第7回赤十字デー実施㊧
金沢市並に金沢市方面委月連盟主催､金沢市方面委貞合宿講習会開催⑨
全国方面強調週間､同情週間､方面感謝日､知事歳末慰問実施⑨
飯田町方面委員部､飯田町社会館設立(卦
○この年､金沢市野町方面委月部､第一善隣館保育所設立⑲
○この年､県内季節保育所設置数360ヵ所⑪
金沢市菊川町方面委員3名､東京市､京都市､大阪市､名古屋市の社会事業視察⑨
方面カー ド登録世帯､第1種2,125世帯5,337人､第2種6,474世帯24,419人⑨
長江谷善隣館設立⑨
石川県協和会設立⑬
第11回児童愛護週間実施⑨
野々市町方面委員部､野々市町隣保館設立⑨
石川県､郡部に方面事業指導職月として県主事補を各郡1名づつ配置⑨
傷凍軍人の医療保護に関する件通牒⑫
方面事業強調週間実施⑨
社会保健婦設置要項 (石川県告示第600号)㊨
金沢市諸江町方面委月部､北安江善隣館設立⑨
金沢市石引町方面委月部､小立野善隣館設立(9
石川県､石川県連合方面委員会主催､石川県方面委員大会開催⑨
庶民生活強化運動､同情週間､方面感謝日､知事歳末慰問実施⑨
○この年､県内季節保育所設置数427カ所⑪
金沢市菊川町方面委月部､永井善隣館設立⑨
金沢市善隣館連盟結成⑨
金沢市方面事業強調週間実施⑨
第一善隣館､この月より愛育乳児健康相談会開始⑬
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石川県､石川県連合方面委員会､地方別方面委員事務指導会開催⑨
金沢市､恩賜財団愛育会より､全国最初の愛育都市に指定される⑭
郡部方面事業強調週間実施(勤
7月～11月､石川県連合方面委月会､郡市連合方面委員会主催､郡市連合方面委員会
開催⑨
加能実習学校､少年教護協会一時保護所誠信寮設立⑫
方面事業指導駐在主事補合宿講習会開催⑨
第一善隣館､母子保護法の母を対象とし､養育の会をこの日より開始⑲
金沢市方面委員講習会開催⑨
医療保護法施行細則 (石川県令第46号)㊨
医療保護法の施行に関する件依命通牒⑫
医療保護法に依る国庫補助並びに県費補助に関する件依命通牒､市町村長宛県学務部
長通牒⑳
第2種方面世帯票登銀者の認定標準に関する件､市町村長宛県学務部長通牒⑫
第一善隣館､この月より保育部の母を対象に､母の会開始⑬
軍事保護院嘱託金子しげr)を中心に婦人方面委員座談会開催⑨
金沢市方面委員協議会開催⑨
中堅方面委員練成講習会開催⑨
庶民生活強化運動､方面感謝式実施⑨
保健婦規則施行細則 (石川県令第62号)㊨
保健婦規則施行細則取扱手続 (石川県訓令甲第26号)㊨
清和寮 (母子寮)設立 (金沢市)⑲
○この年､方面カー ド登録世帯､第1種2,158世帯5,342人､第2種5,134世帯19,926
人⑨
○この年､県内季節保育所設置数567カ所⑪
2月～3月､石川県主催､方面委月現地指導会を県下5ヵ所で開催⑨
国民徴用扶助規則施行細則 (石川県令第80号)㊨
Bl民徴用扶助規則実施に関する件依命通牒⑳
徴用扶助援護事業実施に関する件､市町村長宛石川県学務部長通牒⑫
模範方面委月都合同視察⑨
石川県主催､婦人方面委員講習会開催⑨
6月～9月､各郡市連合方面委員講習会開催(9
方面事業強化運動実施⑨
日本赤十字社石川支部夏季児童保養所開設⑳
軍人援護強化運動実施⑨
地域別方面事務研究会県下5カ所で開催⑨
行政機構の改革､官制の改正により地方事務所が設置され､兵事厚生課設置⑨
日本赤十字社石川支部第10回赤十字日実施⑳
方面強調運動､庶民生活強化運動､戦争生活確立運動の名の下に実施される⑨
金沢市森山町方面委月部､森山善隣館設立⑨
○この年､県内季節保育所設置数718ヵ所⑪
連合方面委員会､中堅方面委月を中核とする方面事業研究会設立⑨
方面幹事講習会開催⑨
金沢市莱ヶ崎方面委月部､粟ヶ崎善隣館設立⑨
昭和19年
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健民児童愛護運動実施⑨
連合方面委月会主催､厚生文化研究会開催⑨
金沢市第9回方面事業強調運動実施(9
6月～9月､各郡市連合方面委月会､方面委月講習会開催⑨
金沢市以外の市町村､方面事業強調運動実施⑨
金沢市新堅町方面委月部､新堅善隣館設立⑨
○この年､県内季節保育所設置数382ヵ所⑪
石川県農業会､石川県方面委兵舎との共済､遺族留守家族の婦人のため農耕指導講習
会開催⑨
昨年度指定指導方面町村に対し､助成を行う⑨
全日本方面委月連盟より石川郡鶴来町､鳳至郡穴水町が特別指導町村に指定される⑨
金沢市方面委月事業助成金､金沢市育産院設立⑨
此花会館 (善隣館)設立 (金沢市笠市町)㊨
地方事務所兵事厚生課長会議開催⑨
知事官舎において社会事業座談会行 う⑨
第3回方面事業指導町村が決定し､打合会開催⑨
歳末方面活動､県下一斉に実施⑨
○この年､県内季節保育所設置数784カ所⑪
郡市連合方面委月会長協議会開催⑨
石川県方面委員退職者優遇規程制定⑨
出典資料
各項目○内番号は､次の資料 ( )のナンバー
を示している｡
(1) 石川県 『石川県感化救済事業一覧』大正6年
(2)石川県内務部社会課 『石川県感化救済事業一
覧』大正13年
(3)石川県社会課 『石川県社会事業便覧』
大正12年
(4)石川県社会課 『石川県社会事業便覧』
大正15年
(5) 石川県社会課 『石川県社会事業便覧』
昭和 4年
(6)石川県社会事業協会 『石川県社会事業概要』
昭和12年
(7) 社会事業研究所編 『日本社会事業大年表』刀
江書院 昭和11年
(8) 金石町役場『金石町誌』(昭和16年)文献出版
昭和55年復刻
(9) 石川県社会福祉協議会 『石川県民生委月制度
50年史』 昭和48年
(10) 金沢市 『金沢市史』(現代編･下巻)昭和44年
(ll) 中央社会事業協会社会事業研究所 『日本社会
事業年鑑』昭和21年版
(12) 石川県 『石川県教育史』(第2巻)昭和50年
(13)石川県厚生課編 『石川県の社会事業』
昭和25年
(14)石川県学務部 『社会課事務概要』昭和10年
(15) 石川県社会課 『石川県社会事業便覧』
昭和9年
(16) 田代国次郎 『日本社会事業成立史研究』童心
社 昭和39年
(17) 日本社会事業大学救貧制度研究会 『日本の救
貧制度』勤草書房 昭和35年
(18) 日本赤十字社石川支部 『夏季児童保養所第2
回事業報告』大正11年
(19) 同 上 『日本赤十字社石川支部要覧』
昭和11年
伽) 同 上 『同 上』昭和12年
Cn) 同 上 『同 上』昭和15年
(22) 同 上 『同 上』昭和18年
(15) 愛国婦人会石川県支部 『愛国婦人会石川県支
部例規』昭和9年
(24) 石川県育成院 『感化法発布三十年記念･保護
教育要覧』昭和7年
(25)石川県 『社会改良委月制度概要』大正15年
(26) 同 上 『同 上』昭和2年
矢上 :石川県社会事業年表一近代のあゆみ-
CZ7) 石川県社会課『方面委員制度概要』(昭和3年
度)昭和4年
C28) 同 上 『石川県方面委員常務委具合状況』
昭和4年
(29) 同 上 『方面委月事業概要』昭和6年
(30) 同 上 『同 上』昭和7年
帥 同 上 『同 上』昭和9年
82) 同 上 『方面委月必携』昭和17年
(33)石川県 『社会事業関係法令集』大正14年
(34) 金沢市社会課 『社会事業概要』昭和16年
(35) 同 上 『金沢市社会事業一覧』昭和12年
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(36) 小野慈善院 『小野慈善院』大正6年
(37) 小野慈善院 『財団法人 小野慈善院要覧』
昭和12年
(38) 第三善隣館 『第三善隣館と荒崎良道』
昭和60年
的 石川県育成院共済会 『共済会要覧』昭和 7年
(40) 内務省地方局『感化救済事業一覧』(明治43年
9月調)明治44年
(41) 内務省地方局『感化救済事業一覧』(大正3年
末現在)大正 5年
(42) 石川県 『石川県史現代編3』昭和39年
